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福岡
会場 3月23日（金）

● 開   催   要   領 ●● 開   催   要   領 ●
日 時

会 場

受 講 料

天神クリスタルビル
福岡市中央区天神4－6－7

申込方法 申込書に記入の上、ＦＡＸまたは郵送でお申込ください。
お申込み受付け次第、請求書と受講票をお送りします。
受講料は、開催日前日迄にお振込みください。

一名様につき（資料・昼食・消費税含む）

平成30年3月23日（金）
午前10時～午後4時30分

● 講   師   紹   介 ●

◆税効果会計のしくみと法人税申告書への記載
◆税効果会計、決算書類、法人税法の関係と理解
◆事例研究（一般的事例、外形標準適用会社、圧縮記帳適用会社、赤字会社等）
◆繰延税金資産の回収可能性判断基準の改正と留意事項
◆６月６日公表の｢『税効果会計に係る会計基準』の一部改正 (案 )｣を盛り込んだ最新版

申告書のチェックポイントから
ミスを発見するコツまで

税効果会計と税務申告書の実務税効果会計と税務申告書の実務
～税効果会計適用事例と税務申告書の記載事例～

主 な 研 修 内 容

税効果会計と税務申告書の実務（3/23） 研修会申込書

　今日では、税効果会計が企業業績に重大な影響を与えるものとなっており、その処理の仕方によって
は企業の信頼を損なうことにもなりかねません。また、税効果会計は金融商品会計や退職給付会計など
多岐の分野に関係しており、経理担当者としては修得必須のテーマとなっております。
　本セミナーでは、一般的な事例のほか、外形標準課税適用会社や圧縮積立金がある会社などの事例を
用いて税効果会計の仕組みを解説します。併せて、繰延税金資産の回収可能性の判断手順や、法定実効
税率の計算方法なども詳しく説明いたします。

●キャンセルの場合は、開催日の前営業日15時までにご連絡ください。
　（受講料ご返金の際の振込手数料はお客様負担となります）。
●代理の方のご出席もお受けいたします。
●当日欠席された場合は、返金はしかねますのでご了承ください。

お問合せ
お申込み

公認会計士（有資格者）・税理士

平　山　　昇  氏
　会計人として多くの企業の会計・税務

指導に当たるかたわら､研修会講師とし

ても全国で活躍中。

　特に弊社研修センター開催の｢外形標

準課税の留意点と申告書の作成実務」

「決算・申告調整と法人税申告書の書き方｣

は定番として人気を博している。

　税務・会計における決算書類の記載に

ポイントをおいた解説には定評がある。

６月６日の公開草案を盛り込んだ最新版！！
Ⅰ　はじめに
１．税効果会計の適用会社

２．税効果会計の必要性･重要性

Ⅱ　税効果会計と法人税法
１．税効果会計と法人税法の関係

２．法人税額等の計算方法

３．課税所得の計算方法

４．申告調整項目

５．差異の発生と解消

Ⅲ　税効果会計の仕組み
１．税効果会計とは

２．税効果会計の会計基準

３．法定実効税率

４．決算書への注記事項

Ⅳ　税効果会計と申告調整の仕方（事例研究）
１．税効果会計の適用手順

２．一般的な事例

３．外形標準課税適用会社の事例

４．適用初年度の事例

５．積立金方式による圧縮積立金等がある場合の事例

６．赤字会社の事例

Ⅴ　繰延税金資産回収可能性の判断基準
１．繰延税金資産回収可能性判定の基本要件

２．将来年度の課税所得の見積額を過去の業績等に

基づいて行う場合の繰延税金資産の回収可能性

の判断指針

３．繰延税金資産回収可能性の判断手順

４．将来解消見込み年度が長期にわたる将来減算

一時差異の取扱い

Ⅵ　金融商品会計と税効果会計
１．有価証券の時価会計

２．繰延ヘッジ損益

Ⅶ　税効果会計に係る会計基準の改正（公開草案）
１．会計処理関係

２．表示の改正

３．注記事項の追加
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